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平成 30 年 11 月 12 日 

岡 山 大 学 
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報道解禁：平成 30 年 11 月 13 日（火）午前 1 時（新聞は 13 日朝刊より） 

DNA を自己分解してリン栄養分にする生命現象の発見 

～種子植物の普遍現象・細胞内共生由来の DNA で～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■発表内容 

＜現状＞ 

植物は光合成により大気中の二酸化炭素を固定して有機物を作

りますが、窒素(N)やリン(P)、カリウム(K)などの養分は、ヒトや

動物のように外部から吸収して利用します。N、P、K は植物の三

大栄養素として肥料にも使われます。 

 細胞内でリン（有機リン）はリン酸として利用されており、リ

本リリースは以下に配信しています 

岡山大学記者クラブ、兵庫県教育委員会記者クラブ、神戸民放

記者クラブ、大阪科学・大学記者クラブ、広島大学関連報道機

関、文部科学記者会、科学記者会 

岡山大学資源植物科学研究所坂本亘教授と高見常明技術専門職員、神戸大学理学研究科の三村

徹郎教授、広島大学大学院理学研究科の草場信教授らの研究グループは、細胞内の DNA が自己分

解され、リンの栄養分として再利用される生命現象を明らかにしました。 

植物の光合成を行う葉緑体や呼吸をつかさどるミトコンドリアは、太古の昔に細胞内共生[1]によ

り獲得した、バクテリア由来のオルガネラ DNA
[2]をたくさん持っています。これらの、一見不要

と思われる過剰の DNA は、リン栄養が欠乏した状態になると積極的に分解され、再利用されてい

ることが今回の研究で明らかになりました。 

リンは植物の三大栄養素の一つで、21 世紀にはリン肥料の枯渇や水質汚染が懸念されています。

本研究成果により、DNA 分解を介したリン酸利用効率の向上性が分かり、これらの知見を用いて

養分利用を改善させた作物の改良にも結びつくことが期待されます。 

この研究成果は、11 月 12 日英国時間午後 4 時（日本時間 13 日午前 1 時）に英国の科学誌「Nature 

Plants」誌で公開されます。 

 

◆発表のポイント 

・リン（P）は植物の三大栄養素の一つであり、肥料にも使われている一方、リン肥料の枯渇や水

質汚染が懸念されています。 

・坂本教授らの研究グループは、シロイヌナズナとポプラを用いて、細胞内のオルガネラ DNA が

分解され、リンの再利用に使われていることを解明。 

・オルガネラ DNA の量をコントロールすることで、リン利用効率が向上した作物の育成につなが

ることが期待されます。 
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ン酸を最も多く含む物質は DNA や RNA などの核酸です。DNA は親からの遺伝情報を受け継ぐ遺

伝物質として広く知られていますが、ヌクレオチドとしてリン酸を多く含むことから、分解して再
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 リン肥料は、主に天然のリン鉱石から作

られますが、21 世紀になりリン鉱石の埋蔵

量が懸念され、今世紀中に枯渇するのでは

とも危惧されています。今回の研究により、

葉緑体における DNA とリン再利用の関係

が明らかとなったので、オルガネラ DNA

量をコントロールすることでリン利用効

率の向上した作物の育成にもつながるこ

とが期待されます。 
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